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🔶🔶🔶 申告の際のお願い 🔶🔶🔶 

☆  郵送または eLTAX による申告にご協力ください。 

☆  郵送により申告する場合で、償却資産申告書の控え（受付印押印済）の返送が必要な

場合は、必ず返信用封筒を同封してください。 

☆  償却資産をお持ちでない場合や転出、廃業等があった場合、または前年中に資産の増

加及び減少がない場合でも、申告書の備考欄にその旨を記載して必ず提出してください。 

 

 

埼玉県 富士見市 

 

償却資産の申告期限は令和８年２月２日（月）です。 
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申告の方法 

償却資産とは 



平素より本市税務行政にご理解とご協力をいただき厚くお礼申し上げます。 

さて、固定資産税は土地、家屋及び事業用の償却資産に対して課税されますが、地方税法の規定により、

【償却資産を所有している事業者の方は、毎年１月１日現在、富士見市内に所在する資産】を申告して

いただき、課税することとなっております。 

つきましては、この手引き書をお読みいただき、申告書等を作成のうえ期限までにご提出ください。 

なお、個人番号は「申告書【提出用】」にのみ記載していただくようお願い致します。 

 

１ 申告していただく方 

・個人及び法人を問わず、毎年１月１日現在で事業の用に供することができる償却資産を所有 

している方です。 

・償却資産の種類、内容については３ページ以降をご覧ください。 

（１）はじめて申告される方 

令和８年１月１日現在、富士見市に所有する事業用の全資産を申告してください。 

※ 全資産を申告いただくのは初年度のみです。 

翌年度以降は異動した資産（増減）のみの申告となります。 

（２）前年度申告された方 

償却資産明細書には令和７年１月１日現在の所有資産が印字されています。 

（電算申告されている方にはお送りしていません。） 

令和７年１月２日から令和８年１月１日までの間に異動（増加又は減少）のあった資産について

のみ申告してください。 

＜資産の増減がなかった場合等の申告＞ 

資産の増加、減少等の異動がなくても「資産の増減なし」として申告してください。 

※ 申告の対象となる資産のない方、事業をやめられた方及び解散、移転等をされた方についても 

申告書の備考欄にその旨を記載し提出してください。 

（３）電算申告される方 

償却資産申告書を、自社の様式（コンピュータ出力含む）で提出する方は、申告書に令和８年１月

１日現在の評価額、決定価格、課税標準額を出力のうえ、全資産の明細書を添付してください。 

  

２ 提出書類 

              書類名 

事業所区分 

償却資産申告書 

（償却資産課税台帳：緑） 

種類別明細書 

（増加資産・全資産用：緑） 

種類別明細書 

（減少資産用：赤） 

はじめて申告される方 ● ●（全ての資産を申告）  

前年度申告 

さ れ た 方 

資産の増減がない ●   

増加資産がある ● ●（増加資産のみを申告）  

減少資産がある ●  ●（減少資産のみを申告） 

該当資産なし・廃業・解散など ●   

電算申告をされる方 ● ● ● 

 

３ 申告書の提出期限 

  令和８年２月２日（月） 
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４ 申告義務 

毎年１月１日現在に償却資産を所有している方は、その資産について所定の事項を記載して 

１月３１日までに申告しなければならないことになっています（地方税法第３８３条）。 

 

５ 虚偽の申告または不申告 

虚偽の申告をした場合は１年以下の懲役または５０万円以下の罰金に処されることがあります 

（地方税法第３８５条）。 

また、正当な理由がなく申告されなかった場合は、１０万円以下の過料を科せられることがある 

ほか、不足額に加えて延滞金を徴収する場合があります 

（地方税法３６８条第２項、地方税法第３８６条、富士見市税条例第７５条）。 

 

６ 償却資産の評価方法 

   償却資産の評価は、償却資産の取得時期、取得価額及び耐用年数に基づき、申告していただいた資

産の評価額を一品ごとに算出し、その合計価額が決定価格となります。 

※ 実際の評価計算については、市役所の電算システムで行ないますので、申告の際に算出する必要

はありません。（但し、電算申告により全資産を申告する場合は記入が必要です） 

 

７ 国税資料等の閲覧について 

   富士見市では地方税法３５４条の２の規定により、所得税又は法人税に関する書類について閲覧を

行っています。閲覧した書類の内容と、富士見市への申告内容に差異が見受けられた場合は、個別に

確認させていただきますのでご協力をお願いします。 

 

８ 償却資産の免税点・税率 

償却資産の課税標準となるべき額の合計金額が、１５０万円未満の場合は課税されません。 

税率は、１．４／１００です。 

 

９ 申告書の提出先及び問合せ先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 郵送により申告書を提出する方で、『控用に受領印が必要な場合は、切手を貼った返信用封筒を同

封してください』。それ以外の場合は、返送できかねますのでご了承ください。
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〒３５４－８５１１ 

埼玉県富士見市大字鶴馬１８００番地の１ 

富士見市役所 税務課 償却資産担当 

電話：０４９（２５１）２７１１ （内線）３５６ 

※ ｅＬＴＡＸ（エルタックス）システムを使用し、自宅やオフィスなどからインターネット経由で 

償却資産の申告手続きを行うことが出来ます。 

  電子申告の方法など、詳しくは地方税共同機構（ＬＴＡ）運営のｅＬＴＡＸ（エルタックス） 

ホームページをご覧ください。 

 ホームページアドレス https://www.eltax.lta.go.jp/  ＱＲコード  

https://www.eltax.lta.go.jp/


固定資産が課される償却資産とは  
 

①土地・家屋以外の【事業の用に供することができる】有形の固定資産（無形固定資産及び自動車税の

課税客体を除く）でその減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必

要な経費に算入されるもの（法人税又は所得税が課されない者が所有するものを含む）をいいます。 

②「事業の用に供する」とは、所有者が自己の営む事業のために償却資産を使用する場合だけでなく、事

業として他人に貸し付ける場合も含めます。 

③資産の種類としては、貸借対照表の「有形固定資産」に計上される「構築物」「機械装置」「車両運搬具」

「工具器具備品」などに分類される資産です。 

 

※ 次のような資産でも事業の用に供することができる状態にあれば、申告の対象となります。 

 ア：簿外資産（償却済資産を含む） 

 イ：建設仮勘定で経理されている資産 

 ウ：耐用年数を経過し、減価償却を終えた資産 

 エ：遊休資産（いつでも稼動できる状態にある資産） 

 オ：未稼働資産（未だに稼動していないが、すでに完成している資産） 

 カ：決算期以後１月１日までの間に取得され、まだ固定資産勘定に計上されていない資産 

 

≪資産種類の区分≫ 

資 産 の 種 類 資 産 の 名 称 等 

第 1 種 

構 築 物 
土 木 に 定 着 し た 

土 木 設 備 

広告塔、門、外灯、構内舗装（駐車場の舗装路面も含

む）、煙突、緑化施設 等 

建物附属設備 

建 物 附 属 設 備 
変電設備、蓄電池電源設備、建物から独立した諸設備 

等 

建物の所有者と異なる者 

（テナント等）が施工した設備 

店舗内造作設備、照明設備、給排水衛生設備、ガス設

備、空調設備 等 

第 2 種 機械及び装置 

製 造 機 械 設 備 

電気機器製造設備、食品加工設備、金属製品製造設備、

その他物品製造・加工・修理等に使用する機械及び装

置 等 

工 作 機 械 旋盤、フライス盤、ボール盤 等 

搬 送 設 備 クレーン、コンベアー 等 

そ の 他 設 備 
ガソリンスタンド設備、クリーニング設備、洗車業用

設備、機械式駐車設備 等 

第 3 種 船 舶 モーターボート、漁船、釣船 等 

第 4 種 航 空 機 飛行機、ヘリコプター、グライダー 等 

第 5 種 
車 両 及 び 

運 搬 具 

大型特殊自動車（ナンバープレートを取得している場合は、分類番号が「0」、「00」

～「09」、「000」～「099」及び「9」、「90」～「99」、「900」～「999」の車両）等 

第 6 種 
工 具 ・ 器 具 

及 び 備 品 

机、いす、キャビネット、金庫、電子計算機、陳列ケース、複写機、看板、医療

機器、理容又は美容機器、冷暖房用機器、娯楽用器具、厨房用品、切削工具、測

定工具 等 
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≪業務別の主な例≫ 

業 種 課 税 対 象 と な る 主 な 償 却 資 産 

各 業 種 共 通 

駐車場設備、受変電設備、舗装路面、庭園、門、塀、外構、外灯、ネオンサイン、 

広告塔、看板、簡易間仕切、応接セット、ロッカー、キャビネット、エアコン、 

フェンス、パソコン、コピー機、レジスター、金庫、その他 

小 売 店 商品陳列ケース、陳列棚、陳列台、自動販売機、冷蔵庫、冷凍庫、その他 

飲 食 店 
接客用の家具及び備品、自動販売機、厨房設備、カラオケセット、テレビ、放送設備、 

冷蔵庫、冷凍庫、その他 

理容業・美容業 
理・美容いす、洗面設備、消毒殺菌機、タオル蒸器、テレビ、サインポール、看板、 

その他 

医院・歯科医院 

各種医療機器（ベッド、手術台、Ｘ線装置、分娩台、心電計、電気血圧計、保育器、 

脳波測定器、ＣＴスキャン、歯科診療用ユニット）、各種キャビネット、待合室用い

す、その他 

工 場 
受変電設備、旋盤、ボール盤、プレス機、金型、洗浄給水設備、構内舗装、 

溶接機、貯水設備、福利厚生設備、その他 

建 設 業 

ブロックゲージ、ポンプ、ポータブル発電機、ブルドーザー、パワーショベル、コン

クリートカッター、ミキサー、大型特殊自動車（分類番号が「0」、「00」～「09」、「000」

～「099」及び「9」、「90」～「99」、「900」～「999」の車両）、その他 

パ チ ン コ 店 

ゲームセンター 

パチンコ台、パチスロ台、ゲームマシーン、両替機、玉貸機、カード発行機、防犯監

視設備、その他 

自 動 車 修 理 業 
旋盤、ボール盤、プレス、溶接機、オイルクリーナー、グラインダー、ドリル、 

ホーニング、コンデンサー、その他 

ガソリンスタンド 

オートリフト、テスター、オイルチェンジャー、充電器、洗車機、コンプレッサー、 

ジャッキ、ガソリン計量器、地下タンク、照明設備、自動販売機、独立キャノピー、 

消火設備、その他 

不 動 産 貸 付 業 

金属造・コンクリート造の塀、立体駐車場の機械部分及びターンテーブル、側溝、 

発電機設備、中央監視装置、駐車場舗装、門、共同住宅の附帯設備（駐車場、門、 

フェンス、植栽、外構など）、その他 

駐 車 場 業 屋外照明設備、舗装路面、門、塀、柵、駐車場用機械設備、料金精算装置、その他 

農 業 
ビニールハウス、農耕用車両（大型特殊自動車）、農業用機械設備、農業用器具、そ

の他 

印 刷 業 各種印刷機、活字製造機、裁断機、その他 

 

  申告の対象とならない資産 

①自動車税・軽自動車税の課税対象となるもの（小型特殊自動車など） 

②棚卸資産（商品・貯蔵品など）                  

③生物（鑑賞・興行用は申告対象となります）・立木・果樹 

④繰延資産（創業費・開発費など） 

⑤無形固定資産（特許権、営業権、ソフトウェアなど） 

⑥使用可能期間が一年未満又は取得価格が１０万円未満で一時に損金に算入するもの。 

⑦取得価格が２０万円未満で事業年度ごとに一括して３年間で損金算入することを選択したもの。 

⑧法人税法第６４条の２第１項・所得税法第６７条の２第１項に規定するリース資産で取得価額が 

 ２０万円未満のもの。 
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太陽光発電設備 

固定価格買取制度（再生可能エネルギーを用いて発電された電気を、国が定める固定価格で一定の期間、

電気事業者に調達を義務付けるもの）が導入されたことに伴い、太陽光発電設備の取得件数が増えてきま

した。太陽光発電設備も償却資産にあたるので、以下の対象に該当する方は申告をお願いします。 

 

≪課税対象の分類≫ 

 余剰買取 

（発電電気を自家消費用にあて、余った分を売却） 

全量買取 

（発電電気すべてを売却） 

・個人（住宅） 課税対象外 

個人利用を主な目的としているため、事業用資産に

該当しない（※１） 

課税対象 

利益を得ることを目的としてい

るため、事業用資産に該当 

・個人事業者 

・法人 

課税対象 

本来業務の付帯業務であるため、事業用資産に該当 

（※２） 

課税対象 

利益を得ることを目的としてい

るため、事業用資産に該当 

（※１）経済産業省の認定を受けた太陽光発電設備を設置して売電される場合は課税対象となります。 

（※２）賃貸家屋の屋根に設置した場合、発電電気すべてが入居者利用でも賃貸業の業務の一部となるため、 

申告が必要です。 

 

≪課税対象となる主な資産≫ 

・太陽光パネル（家屋の屋根と一体の建材型ソーラーパネルの場合を除く） 

・架台、送電設備、及び、電力量計 

・パワーコンディショナー 等 

※ 太陽光発電設備の耐用年数は１７年となります。 

（電気業用設備－その他の設備－主として金属製のもの に該当するため） 

 

    家屋と償却資産の区分 

 事業用家屋（店舗・事務所・共同住宅等）に取り付けられた設備や構築物の中には、家屋と償却資産に

区分して評価するものがあります。償却資産に該当するものについては申告が必要となります。 

【事業用家屋の主な償却資産】※ （）内は耐用年数です。名称が同じでも業種・用途・素材等によって

耐用年数が異なる場合があります。詳しくは国税庁のホームページをご覧ください。 
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家屋と償却資産の区分表（主な設備の例） 

 

 

設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容 

家屋と設備等の所有関係 

同じ場合 異なる場合 

家屋 
償却

資産 
家屋 

償却

資産 

建 築 工 事 内装・造作等 床・壁・天井仕上げ、店舗造作等工事一式 ○   ◎ 

電 気 設 備 

受変電設備 設備一式  ◎  ◎ 

予備電源設備 発電設備、蓄電池設備、無停電電源設備等  ◎  ◎ 

中央監視設備 設備一式  ◎  ◎ 

電灯コンセント設

備、照明器具設備 

屋外設備一式  ◎  ◎ 

屋内設備一式 ○   ◎ 

電力引込設備 引込工事  ◎  ◎ 

動力配線設備 
特定の生産又は業務用設備  ◎  ◎ 

上記以外の設備 ○   ◎ 

電話設備 
電話機、交換機等の機器  ◎  ◎ 

配管・配線、端子盤等 ○   ◎ 

ＬＡＮ設備 設備一式  ◎  ◎ 

放送・拡声設備 
マイク、スピーカー、アンプ等の機器  ◎  ◎ 

配管・配線等 ○   ◎ 

監視カメラ（ITV）

設備 

受像機（テレビ）、カメラ、録画機器等の機器  ◎  ◎ 

配管・配線等 ○   ◎ 

避雷設備 設備一式 ○   ◎ 

火災報知設備 設備一式 ○   ◎ 

給排水衛生設備 

給排水設備 
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備  ◎  ◎ 

屋内の配管等、高架水槽、受水槽、ポンプ等 ○   ◎ 

給湯設備 

局所式給湯設備（電気温水器・湯沸器等）  ◎  ◎ 

局所式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用等） 

中央式給湯設備 
○   ◎ 

ガス設備 
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備  ◎  ◎ 

屋内の配管等 ○   ◎ 

衛生設備 設備一式（洗面器、大小便器等） ○   ◎ 

消火設備 

消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボン

ベ等 
 ◎  ◎ 

消火栓設備、スプリンクラー設備等 ○   ◎ 

空 調 設 備 

空調設備 

ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務用

設備 
 ◎  ◎ 

上記以外の設備 ○   ◎ 

換気設備 
特定の生産又は業務用設備  ◎  ◎ 

上記以外の設備 ○   ◎ 

その他の設備等  

POS システム、広告塔、文字看板、袖看板、簡易間

仕切（衝立）、駐輪設備、機械式駐車設備、メール

ボックス、カーテン・ブラインド等 

 ◎  ◎ 

外 構 工 事 外構工事 工事一式（門・塀・緑化設備等）  ◎  ◎ 
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先端設備等に係る固定資産税の特例措置について 

 

 課税標準の特例（地方税法附則第１５条第４３項） 

国は、中小企業向けの新たな措置として、中小企業の一定の設備投資について、固定資産税を軽減する特

例措置を創設しました。 

対象となる中小企業者等が市の認定を受けた先端設備等導入計画に従って新規取得した下記要件を満た

す機械・装置等について、取得した翌年度から固定資産税の特例措置が講じられます。 

【対象者】以下の者のうち、「先端設備等導入計画」について市の認定を受けた者 

 １.資本金または出資金の額が１億円以下の法人 

 ２.資本金または出資金を有しない法人のうち常時使用する従業員数が 1,000 人以下の法人 

 ３.常時使用する従業員数が 1,000 人以下の個人 

  ただし、以下の法人は特例措置対象外です。 

   ・同一の大規模法人から２分の１以上の出資を受ける法人 

   ・２以上の大規模法人から３分の２以上の出資を受ける法人 

 

【賃上げの基準】 

雇用者給与等支給額の増加率が１．５％以上、又は３％以上となる賃上げ方針の表明が必要となります。

雇用者給与等支給額※１の増加率＝
<Ａ>−<Ｂ>

〈Ｂ〉

  （※１）適用年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等 

（俸給・給料・賃金・歳費及び賞与並びに、これらの性質を有する給与）の支給額のこと。 

 

〈Ａ〉計画認定の申請日の属する事業年度※2 又は 当該申請日の属する事業年度の翌事業年度におけ

る雇用者給与等支給額 

（※２）令和７年４月１日以後に開始する事業年度に限る。 

 

〈Ｂ〉当該申請日の属する事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額 

 

【対象要件と特例割合】 

賃上げの増加率 設備の取得時期 適用期間 特例割合 

１.５％以上 令和７年４月１日から令和９年３月３１日 ３年間 ２分の１ 

３％以上 令和７年４月１日から令和９年３月３１日 ５年間 ４分の１ 

         ※先端設備等導入計画認定後に取得された償却資産が対象です。 

 

【対象設備】  

下記表の対象設備のうち、以下の要件を満たすもの 

●要件：年平均の投資利益率が５％以上になることが見込まれることについて、 

認定経営革新等支援機関の確認を受けた投資計画に記載された投資の 

目的を達成するために必要不可欠な設備 

設備の種類 取得価格 

機械及び装置 １６０万円以上 

工具（測定工具及び検査工具） ３０万円以上 

器具及び備品 ３０万円以上 

建物附属設備（家屋と一体で課税されるものは対象外）  ６０万円以上 

【必要書類】先端設備等導入計画の認定書（写し） 

 ※「先端設備等導入計画」の詳細については（産業経済課）のホームページをご覧ください。 
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  資産の評価と課税について 

①納税義務者 

賦課期日（毎年１月１日）現在における償却資産の所有者が、納税義務者となります。 

 

②価格の決定 

固定資産評価基準により、課税対象の全償却資産一品ごとに取得価額を基礎として取得後の経過年

数・耐用年数に応じて定率法による減価償却計算をし、「評価額」を算出し価格を決定します。 

 

   評価額の計算方法 

前年中に取得した資産 取得価額×（１－減価率÷２） 

前年より前に取得した資産 前年度評価額×（１－減価率） 

※ 減価率については９ページの表を使用します。 

 

◎次年度以降の算出方法 

次年度以降は、前年度評価額に減価率を乗じて得た額を控除して計算します。 

２年目・３年目・・・と計算して得た評価額が取得価額の５／１００に相当する額を下回る場合には、

取得価額の５／１００に相当する額を評価額とします。 

 

計算例 

〔評価額の算出方法〕（概算） 

※令和７年度申告 

資産の名称等 取得年月 取得価額 耐用年数 減価率  合計 

ルームエアコン 

 

 

看   板 

（ネオンサイン） 

 

R6.11 

 

 

R6.2 

 

500,000 円 

 

 

1,600,000 円 

6 年 

 

 

3 年 

0.319 

 

 

0.536 

500,000 円 

×(1-0.319÷2) 

= 420,250 円 

1,600,000 円 

×(1-0.536÷2) 

= 1,171,200 円 

 

 

1,591,450 円 

※令和８年度申告 

資産の名称等 取得年月 取得価額 耐用年数 減価率  合計 

舗装路面 

（コンクリート敷） 

 

ルームエアコン 

 

 

看   板 

（ネオンサイン） 

 

R7.9 

 

 

R6.11 

 

 

R6.2 

 

2,700,000 円 

 

 

500,000 円 

 

 

1,600,000 円 

15 年 

 

 

6 年 

 

 

3 年 

0.142 

 

 

0.319 

 

 

0.536 

2,700,000 円 

×（1-0.142÷2） 

=2,508,300 円 

420,250 円 

×(1-0.319) 

= 286,190 円 

1,171,200 円 

×(1-0.536) 

= 543,436 円 

 

 

 

 

3,337,926 円 

③税額の計算方法 

課税標準額（1,000 円未満切り捨て）※  × 税率（１．４％） ＝ 税額（100 円未満切り捨て） 

 

※ 課税標準額とは、富士見市内に所在する資産の価格（課税標準の特例が適用される場合は、決定価格

に特例率を乗じたもの）の合計です。 
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《減価率及び減価残存率一覧表》 

耐用 

年数 
減価率 

減 価 残 存 率 
耐用 

年数 
減価率 

減 価 残 存 率 

前年中取得 

１－（減価率／２） 

前年前取得 

１－減価率 

前年中取得 

１－（減価率／２） 

前年前取得 

１－減価率 

    ３１ ０．０７２ ０．９６４０ ０．９２８ 

２ ０．６８４ ０．６５８０ ０．３１６ ３２ ０．０６９ ０．９６５５ ０．９３１ 

３ ０．５３６ ０．７３２０ ０．４６４ ３３ ０．０６７ ０．９６６５ ０．９３３ 

４ ０．４３８ ０．７８１０ ０．５６２ ３４ ０．０６６ ０．９６７０ ０．９３４ 

５ ０．３６９ ０．８１５５ ０．６３１ ３５ ０．０６４ ０．９６８０ ０．９３６ 

６ ０．３１９ ０．８４０５ ０．６８１ ３６ ０．０６２ ０．９６９０ ０．９３８ 

７ ０．２８０ ０．８６００ ０．７２０ ３７ ０．０６０ ０．９７００ ０．９４０ 

８ ０．２５０ ０．８７５０ ０．７５０ ３８ ０．０５９ ０．９７０５ ０．９４１ 

９ ０．２２６ ０．８８７０ ０．７７４ ３９ ０．０５７ ０．９７１５ ０．９４３ 

１０ ０．２０６ ０．８９７０ ０．７９４ ４０ ０．０５６ ０．９７２０ ０．９４４ 

１１ ０．１８９ ０．９０５５ ０．８１１ ４１ ０．０５５ ０．９７２５ ０．９４５ 

１２ ０．１７５ ０．９１２５ ０．８２５ ４２ ０．０５３ ０．９７３５ ０．９４７ 

１３ ０．１６２ ０．９１９０ ０．８３８ ４３ ０．０５２ ０．９７４０ ０．９４８ 

１４ ０．１５２ ０．９２４０ ０．８４８ ４４ ０．０５１ ０．９７４５ ０．９４９ 

１５ ０．１４２ ０．９２９０ ０．８５８ ４５ ０．０５０ ０．９７５０ ０．９５０ 

１６ ０．１３４ ０．９３３０ ０．８６６ ４６ ０．０４９ ０．９７５５ ０．９５１ 

１７ ０．１２７ ０．９３６５ ０．８７３ ４７ ０．０４８ ０．９７６０ ０．９５２ 

１８ ０．１２０ ０．９４００ ０．８８０ ４８ ０．０４７ ０．９７６５ ０．９５３ 

１９ ０．１１４ ０．９４３０ ０．８８６ ４９ ０．０４６ ０．９７７０ ０．９５４ 

２０ ０．１０９ ０．９４５５ ０．８９１ ５０ ０．０４５ ０．９７７５ ０．９５５ 

２１ ０．１０４ ０．９４８０ ０．８９６ ５１ ０．０４４ ０．９７８０ ０．９５６ 

２２ ０．０９９ ０．９５０５ ０．９０１ ５２ ０．０４３ ０．９７８５ ０．９５７ 

２３ ０．０９５ ０．９５２５ ０．９０５ ５３ ０．０４３ ０．９７８５ ０．９５７ 

２４ ０．０９２ ０．９５４０ ０．９０８ ５４ ０．０４２ ０．９７９０ ０．９５８ 

２５ ０．０８８ ０．９５６０ ０．９１２ ５５ ０．０４１ ０．９７９５ ０．９５９ 

２６ ０．０８５ ０．９５７５ ０．９１５ ５６ ０．０４０ ０．９８００ ０．９６０ 

２７ ０．０８２ ０．９５９０ ０．９１８ ５７ ０．０４０ ０．９８００ ０．９６０ 

２８ ０．０７９ ０．９６０５ ０．９２１ ５８ ０．０３９ ０．９８０５ ０．９６１ 

２９ ０．０７６ ０．９６２０ ０．９２４ ５９ ０．０３８ ０．９８１０ ０．９６２ 

３０ ０．０７４ ０．９６３０ ０．９２６ ６０ ０．０３８ ０．９８１０ ０．９６２ 
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機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数（別表第１抜粋）

○建物附属設備 ○工具

蓄電池電源設備 6 5
その他のもの 15 3

15 金属圧延用 4
冷 暖 房 冷暖房設備 13 なつ染ロール、粉砕ロール、混練ロール 3
通 風 （冷凍機の出力２２kW以下） その他のもの

ボイラー その他のもの 15 プレスその他の金属加工用金型、合成樹脂、 2
昇 降 機 エレベーター 17 ゴム又はガラス成型用金型及び鋳造用型

設 備 エスカレーター 15 その他のもの 3
8 2

12 3
アーケード 主として金属製のもの 15 購入活字 2
日 よ け その他のもの 8 自製活字等に常用される金属 8

3
可 動 間 簡易なもの 3
仕 切 り その他のもの 15 ○器具及び備品

主として金属製のもの 18
その他のもの 10 主として金属製のもの 15

その他のもの 8

接客業務のもの 5
○構築物 その他のもの 8

金属造のもの 20 8
その他のもの 10 5

競技場用 ネット設備 15
運動場用 野球場、陸上競技場、ゴルフコース 30 冷凍機付又は冷蔵機付のもの 6
遊園地用 その他のスポーツ場の排水その他の その他のもの 8
又は学校 土工施設

用のもの 水泳プール 30 接客業用のもの 5
工場緑化施設 7 その他のもの
その他の緑化施設及び庭園 20 　　主として金属製のもの 15
（工場緑化施設に含まれるものを除く） 　　その他のもの 8
コンクリート敷、ブロック敷、れんが敷、石敷 15 5
アスファルト敷、木れんが敷 10
ビチューマルス敷 3 6
鉄骨鉄筋・鉄筋コンクリート造 30 6
コンクリート・コンクリートブロック造 15 4
れんが造（その他のもの） 25 3
石造 35 これらに類する繊維製品
土造 20
金属造 10 小売業用、接客業務用、放送用、レコード 3
鉄骨鉄筋・鉄筋コンクリート造 35 吹込用、劇場用のもの

れんが造（その他のもの） 25 その他のもの 6
金属造 10

主として金属製のもの 15
その他のもの 8

○車両及び運搬具（自動車を除く） 陶磁器又はガラス製のもの 2
2 その他のもの 5
4

自走能力を有するもの 7 主として金属製のもの 15
その他のもの 4 その他のもの 8

エヤーカーテン又はドア自動開閉設備

前掲以外

その他

食事又はちゅう房用品

室内装飾品

じゅうたんその他の床用敷物

カーテン、座ぶとん、寝具、丹前その他

店用簡易装備

冷房用又は暖房用機器
の音響機器

工 具

活 字 等

測定及び検査工具（電気又は電子を利用するものを含む）

治具・取付工具

切削工具
金属製柱・カッペ

鍛 圧 （ 打

電気設備

給排水・衛生・ガス設備

消火・排煙又は災害報知設備及び格納式避難設備

その他の家具

家
具
・
電
気
機
器
・
ガ
ス
機
器
及
び
家
庭
用
品

緑化施設
及び庭園

広告用

へ い

煙 突

舗装道路
舗装路面

前掲以外

自転車及びリヤカー
フォークリフト

耐　用　年　数　表

構造
用途

構造
用途

資産の名称等
耐用
年数

氷冷蔵庫、冷蔵ストッカー（電気式を除く）

冷蔵庫、洗濯機、その他類似の電気、ガス機器

ラジオ、テレビ、テープレコーダーその他

資産の名称等
耐用
年数

陳列だな、陳列ケース
児童用机及びいす
ベッド

応接セット

事務机、いす、キャビネット

ロ ー ル

型 ・
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8
孔版印刷又は印書業用のもの 3 2
その他のもの 5

5
パーソナルコンピュータ（サーバー 4 3
用のものを除く） 3
その他のもの 5 5

5 2

主として金属製のもの 10
5 その他のもの 5
5 2
6

2
デジタル構内交換設備及びデジタル 6 3
ボタン電話設備 5
その他のもの 10 5

10 5
5
5 主として金属製のもの 10
2 その他のもの 5
5
8

3 機械及び装置の耐用年数（別表第２抜粋）
2

主として金属製品 10
その他のもの 5 10

7
溶接製 6 8
鍛造製 9
　　塩素用のもの 8 9
　　その他のもの 10 7

5
大型コンテナー（長さが6ｍ以上のものに限る） 7 6
その他のもの 17
　　金属製のもの 3 9
　　その他のもの 2 12

8
手さげ金庫 5 10
その他のもの 20 8

5 13
10

移動式のもの、救急医療用のもの、 4
自動血液分析器

その他のもの 6
4
5
6
7

ファイバースコープ 6
その他のもの 8

陶磁器製、ガラス製のもの 3
主として金属製のもの 10
その他のもの 5

宿泊業用設備
飲食店業用設備

理容又は美容機器 洗濯業、理容業、美容業又は浴場業用設備

医 療 機 器

レントゲン、その他の電子装置使用機器 機械式駐車設備

消毒殺菌用機器
手術機器
調剤機器
歯科診療用ユニット
光学検査機器

その他のもの

林業用設備
総合工事業用設備
電気業用設備 (太陽光発電設備)
通信業用設備

金庫 ガソリン又は液化石油ガススタンド設備
倉庫業用設備

設　備　の　種　類　・　細　目
耐用
年数

食料品製造業用設備

容 器 ・
金 庫

ボンベ 製本業用設備
プラスチック製品製造業用設備
窯業又は土石製品製造業用設備
金属加工機械製造設備
農業用設備

看 板 ・
広 告 器 具

看板、ネオンサイン及び気球
マネキン人形及び模型
その他のもの

ドラムかん、コンテナー、その他の容器

光 学 機
器 ・ 写 真
製 作 機 器

オペラグラス
カメラ、映画撮影機、映写機、望遠鏡

引伸機、焼付機、乾燥機、顕微鏡、

その他の機器

時 計 ・ 試
験 機 器 及
び 測 定 器

時計 焼却炉
度量衡器 その他のもの
試験又は測定機器

その他の事務機器
テレタイプライター、ファクシミリ

前 掲 以 外

映画フィルム（スライドを含む）、

インターホン、放送用設備 磁気テープ、レコード
電話設備その他の通信機器 シート及びロープ

葬儀用具
楽器
自動販売機（手動式を含む）

他これらに類するもの

事 務 ・
通 信 機 器

謄写機器及びタイプライター

娯 楽 又 は
ス ポ ー ツ
器 具 及 び
興 行 又 は
演 劇 用 具

たまつき用具
パチンコ器、ビンゴ器、その他類
似の球戯用具、射的用具

電子計算機 碁、将棋、麻雀等遊戯具
スポーツ具
劇場用観客いす
どんちょう、幕

複写機、計算機（電子計算機を除く）、 衣装、かつら、小道具、大道具
金銭登録機、タイムレコーダー、その その他のもの

耐用
年数

構造
用途

資産の名称等
耐用
年数

構造
用途

資産の名称等

－ １１ －



〒
3

個
人

番
号

又
は

法
人

番
号

8
有

 ･
 無

（
資

本
金

等
の

金
額

）

5
事

業
開

始
年

月
年

1
2

有
 ･

 無

前
年

中
に

減
少

し
た

も
の

 （
ﾛ
）

前
年

中
に

取
得

し
た

も
の

 （
ﾊ

）
円

円

2
,
8
0
0
,
0
0
0

2
機

械
及

び
装

置
3
,
5
0
0
,
0
0
0

②

3
船

舶
③

4
航

空
機

1
6

5
車

両
及

び
運

搬
具

7
 合

  
  
  
  
  

計
4
,
3
0
0
,
0
0
0

4
,
7
0
0
,
0
0
0

1
8

円
円

2
機

械
及

び
装

置

3
船

舶

4
航

空
機

6
工

具
・

器
具

及
び

備
品

2
.

5
.

7
 合

  
  
  
  
  

計
3
.

6
.

  
※

印
に

つ
い

て
は

記
入

す
る

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

。

　
但

し
、

独
自

に
電

算
処

理
し

た
種

類
別

明
細

書
を

提
出

す
る

　
方

は
評

価
額

（
ホ

）
に

ご
記

入
く
だ

さ
い

。

　
埼

玉
県

さ
い

た
ま

け
ん

富
士

見
市

ふ
じ

み
し

大
字

お
お

あ
ざ

鶴
馬

つ
る

ま

１
８

０
０

番
地

ば
ん

ち

の
１

第 二 十 六 号 様 式

有
 ･

 無

（
 あ

 て
 先

 ）
 富

士
見

市
長

令
和

8
年

1
月

２
６

日

短
縮

耐
用

年
数

の
承

認

増
加

償
却

の
届

出

8
0
0
,
0
0
0

8
0
0
,
0
0
0

0
4
9
-
1
2
3
-
4
5
6
7

　
2
　

　
氏

　
　

名

8
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
5
0
0
,
0
0
0

資
産

の
種

類

所 　 有 　 者

　
1
　

　
住

　
　

所
3
5
4
-
8
5
1
1

51
3
,
3
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

6
工

具
・

器
具

及
び

備
品

1
構

築
物

車
両

及
び

運
搬

具

特
別

償
却

又
は

圧
縮

記
帳

1
3

税
務

会
計

上
の

償
却

方
法

1
4

1
構

築
物

　
※

　
決

　
定

　
価

　
格

　
(ヘ

）
資

産
の

種
類

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
屋

号
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）
　

　
　

増
減

な
し

増
減

申
告

該
当

資
産

な
し

4
.

廃
業

・
解

散
・
移

転
等

そ
の

他

全
資

産
申

告
(新

規
・
電

算
)

入
 力

受
付

簿

※
　

　
評

　
　

価
　

　
額

　
(ホ

）

取
　

　
　

　
　

　
　

　
　

得
　

　
　

　
　

　
　

　
　

価
　

　
　

　
  
  
  
  
  

額
　

　
　

　
　

　
計

　
（
（
ｲ
）
-
（
ﾛ
）
+
（
ﾊ

）
）
 （

ﾆ
）

所
 有

 者
 整

 理
 番

 号

0
0
0
0
0
0
1
2
3
4

有
 ･

 無

円

1
,
9
0
0
,
0
0
0

前
年

前
に

取
得

し
た

も
の

 （
ｲ
）

　
　

　
　

　
　

　
　

富
士

見
　

太
郎

非
課

税
該

当
資

産

　
　

　
　

㈱
富

士
見

ふ
じ

み

不
動

産
ふ

ど
う

さ
ん

課
税

標
準

の
特

例

1
0

有
 ･

 無

令
和

8
年

度
償

却
資

産
申

告
書

（
償

却
資

産
課

税
台

帳
）

有
 ･

 無

税
理

士
等

の
氏

名

7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
電

話
で

ん
わ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
)

9

1
1

定
率

法
 ・

 定
額

法

青
色

申
告

税
理

士
　

鶴
馬

　
次

郎

0
4
9
-
2
5
1
-
2
7
1
1

0

事
　

業
　

種
　

目
不

動
産

貸
付

業
4

　
(電

話
）
　

　
(電

話
）
　

平
成

6
会

計
係

　
富

士
見

　
一

郎
こ

の
申

告
に

応
答

す
る

者
の

係
及

 び
 氏

 名

1
5

円

1
,
0
0
0
,
0
0
0

事
業

所
用

家
屋

の
所

有
区

分

 有
　

・
　

無

借
用

資
産

　

富
士

見
市

大
字

鶴
馬

１
８

０
０

番
地

① 　
貸

主
の

名
称

等

1
3
,
7
0
0
,
0
0
0

備
　

 考
　

（
添

付
書

類
等

）

1
0
,
8
0
0
,
0
0
0

鶴
馬

リ
ー

ス

　
※

　
課

　
税

　
標

　
準

　
額

　
(ト

)

1
,
9
0
0
,
0
0
0

1
7

市
内

に
お

け
る

事
業

所
等

資
産

の
所

在
地

自
　

己
　

所
　

有
　

　
・
　

　
借

　
　

　
　

家

円

月円
1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0

1
5

1
.

受
付

印

又
は

納
税

通
知

送
付

先

法
人

に
あ

っ
て

は

そ
の

名
称

及
び

代
表

者
の

氏
名

（
ふ

り
が

な
）

（
ふ

り
が

な
）

４
．

事
業

の
内

容
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

ま
た

、
資

本
金

、
出

資
金

等
の

金
額

も
記

載
し

て
く
だ

さ
い

５
．

事
業

を
開

始
し

た
年

月
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

８
．

税
務

会
計

に
お

い
て

国
税

局
長

の
承

認
を

受
け

、
耐

用
年

数
の

短
縮

を
行

な
っ

て
い

る
資

産
の

有
無

に
つ

い
て

該
当

す
る

方
を

○
で

囲
ん

で
く
だ

さ
い

９
．

税
務

会
計

に
お

い
て

税
務

局
長

に
増

加
償

却
の

届
出

を
行

な
っ

て
い

る
資

産
の

有
無

に
つ

い
て

該
当

す
る

方
を

○
で

囲
ん

で
く
だ

さ
い

1
0
．

1
1

非
課

税
及

び
課

税
標

準
の

特
例

に
該

当
す

る
資

産
の

有
無

に
つ

い
て

該
当

す
る

方
を

○
で

囲
ん

で
く
だ

さ
い

1
2
．

税
務

会
計

に
お

け
る

特
別

償
却

及
び

圧
縮

記
帳

の
有

無
に

つ
い

て
該

当
す

る
方

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

。
な

お
、

償
却

資
産

の
評

価
に

お
い

て
は

特
別

償
却

費
及

び
圧

縮
記

帳
は

認
め

ら
れ

て
お

り
ま

せ
ん

1
3
．

1
4

該
当

す
る

方
を

○
で

囲
ん

で
く
だ

さ
い

1
8
．

次
の

よ
う

な
事

項
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

①
非

課
税

及
び

課
税

標
準

の
特

例
資

産
を

所
有

さ
れ

て
い

る
場

合
は

そ
の

届
出

書
の

名
称

②
耐

用
年

数
の

短
縮

等
を

適
用

し
た

資
産

を
所

有
さ

れ
て

い
る

場
合

は
そ

の
届

出
書

の
名

称
③

前
年

中
に

所
有

者
の

住
所

、
氏

名
及

び
名

称
等

に
異

動
の

あ
っ

た
場

合
は

、
異

動
年

月
日

及
び

旧
住

所
、

氏
名

及
び

名
称

等
参

考
と

な
る

事
項

④
前

年
度

か
ら

資
産

の
異

動
が

な
い

場
合

は
「
増

減
な

し
」
と

記
載

し
、

提
出

し
て

く
だ

さ
い

⑤
該

当
資

産
の

な
い

場
合

及
び

解
散

、
廃

業
等

の
場

合
は

年
月

日
と

そ
の

旨
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

⑥
そ

の
他

こ
の

申
告

に
必

要
な

事
項

及
び

償
却

資
産

の
評

価
に

つ
い

て
参

考
と

な
る

べ
き

事
項

1
5
．

富
士

見
市

に
お

け
る

事
業

所
等

の
資

産
の

所
在

地
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

1
6
．

借
用

資
産

の
有

無
に

つ
い

て
該

当
す

る
方

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

な
お

、
借

用
資

産
が

あ
る

場
合

に
は

貸
主

の
名

称
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

1
7
．

事
業

所
家

屋
の

所
有

区
分

に
つ

い
て

該
当

す
る

方
を

○
で

囲
ん

で
く
だ

さ
い

申
告

書
記

載
例

－ １２ －

３
．

個
人

番
号

は
【
提

出
用

】
に

の
み

記
入

し
て

く
だ

さ
い

※
押

印
は

不
要

で
す

。



所
有

者
整

理
番

号
  

  
  

  
  

  
  

  
  

所
　

有
　

者
　

氏
　

名
枚

の
う

ち

0
0
0
0
0
0
1
2
3
4

  
  

  
  

  
  

  
  

（
株

）
富

士
見

不
動

産
枚

  
  

 目

年 号
年

月
率

コ
ー

ド

0
1

1
外

構
工

事
1

4
2
2

0
1

2
,8

0
0
,0

0
0

1
5

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
2

6
エ

ア
コ

ン
1

5
0
6

0
6

1
,9

0
0
,0

0
0

6
0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
3

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
4

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
5

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
6

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
7

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
8

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

0
9

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
0

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
1

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
2

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
3

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
4

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
5

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
6

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
7

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
8

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

1
9

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

2
0

0
.

1
 ・

 2
3
 ・

 4

4
,7

0
0
,0

0
0

小
計

減 価 残 存 率

価
　

　
　

額

課
税

標
準

の
  

特
 例

行 番 号

資 産 の 種 類

資
産

番
号

課
税

標
準

額

増 加 事 由

摘
  

要

令
和
 
8
 
年
度

　
種

類
別

明
細

書
（
増

加
資

産
・
全

資
産

用
）

第 二 十 六 号 様 式 別 表 一

資
　

産
　

の
　

名
　

称
　

等
数 　 量

取
得

年
月

取
 得

 価
 額

耐 用 年 数

減
価

償
却

資
産

の
耐

用
年

数
等

に
関

す
る

省
令

別
表

１
か

ら
6
ま

で
に

掲
げ

る
耐

用
年

数
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
な

お
、

＊
「
平

成
２

０
年

度
税

制
改

正
」
に

伴
い

、
一

部
、

耐
用

年
数

が
変

更
に

な
っ

て
お

り
ま

す
。

改
正

後
の

耐
用

年
数

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

中
古

資
産

に
つ

い
て

見
積

耐
用

年
数

に
よ

っ
て

い
る

場
合

は
そ

の
耐

用
年

数
を

、
国

税
局

長
の

承
認

を
得

て
短

縮
耐

用
年

数
に

よ
っ

て
い

る
場

合
は

そ
の

耐
用

年
数

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

資
産

が
増

加
し

た
こ

と
に

つ
い

て
該

当
す

る
増

加
事

由
の

番
号

を
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

１
新

品
取

得
２

中
古

品
取

得
３

移
動

に
よ

る
受

入
れ

４
そ

の
他

当
該

資
産

に
つ

い
て

次
の

よ
う

な
事

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

①
課

税
標

準
の

特
例

の
あ

る
資

産
に

つ
い

て
そ

の
適

用
条

項
（
例

3
4
9条

の
3
①

）
②

耐
用

年
数

の
変

更
の

あ
っ

た
場

合
は

そ
の

旨
の

表
示

③
短

縮
耐

用
年

数
を

適
用

し
て

い
る

場
合

は
そ

の
旨

の
表

示
④

割
賦

販
売

資
産

等
第

3
4
2条

第
3
項

の
規

定
の

適
用

が
あ

る
資

産
に

つ
い

て
は

そ
の

旨
の

表
示

⑤
そ

の
他

当
該

資
産

の
価

格
の

決
定

に
あ

た
っ

て
必

要
な

事
項

該
当

す
る

種
類

の
番

号
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

１
．

構
築

物
２

．
機

械
及

び
装

置
３

．
船

舶
４

．
航

空
機

５
．

車
両

及
び

運
搬

具
６

．
工

具
、

器
具

及
び

備
品

資
産

の
取

得
年

月
日

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

（
年

号
）
昭

和
→

3
、

平
成

→
4
、

令
和

→
5

資
産

の
名

称
及

び
規

格
等

を
漢

字
、

ひ
ら

が
な

、
カ

タ
カ

ナ
、

ア
ル

フ
ァ

ベ
ッ

ト
、

算
用

数
字

等
を

使
用

し
て

2
5
字

以
内

で
記

載
し

て
く
だ

さ
い

資
産

を
取

得
す

る
た

め
に

、
そ

の
取

得
時

に
お

い
て

通
常

支
出

す
べ

き
金

額
（
付

帯
費

を
含

む
）
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

な
お

、
圧

縮
記

帳
に

つ
い

て
は

償
却

資
産

の
評

価
上

認
め

ら
れ

て
お

り
ま

せ
ん

の
で

、
当

該
圧

縮
額

を
含

め
た

取
得

金
額

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

増
加

資
産

・
全

資
産

記
載

例

－ １３ －

記
載

し
な

い
で

く
だ

さ
い

記 載 し な い で く だ さ い



所
有

者
整

理
番

号
枚

の
う

ち

0
0
0
0
0
0
1
2
3
4

枚
  

  
 目

年 号
年

月
1
.売

却
　

2
.滅

失
3
.移

動
　

4
.そ

の
他

1
.全

部
2
.一

部

0
1

2
２

0
８

０
０

０
０

１
機

械
式

駐
車

設
備

1
4

1
2

0
4

3
,5

0
0
,0

0
0

1
0

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
2

6
６

９
６

０
０

０
０

２
エ

ア
コ

ン
1

4
0
7

0
8

8
0
0
,0

0
0

6
1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
3

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
4

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
5

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
6

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
7

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
8

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

0
9

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
0

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
1

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
2

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
3

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
4

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
5

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
6

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
7

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
8

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

1
9

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

2
0

1
 ・

 2
 ・

 3
 ・

 4
1
 ・

 2

4
,3

0
0
,0

0
0

小
計

摘
　

　
　

　
　

要

行 番 号

資 産 の 種 類

資
産

番
号

資
　

産
　

の
　

名
　

称
　

等
数 　 量

取
得

年
月

令
和
 
8
 
年
度

　
種

類
別

明
細

書
（
減

少
資

産
用

）
所

　
有

　
者

　
名

第 二 十 六 号 様 式 別 表 二

（
株

）
富

士
見

不
動

産

取
得

価
額

耐 用 年 数

申 告 年 度

減
少

の
事

由
及

び
区

分

前
年

中
に

減
少

し
た

資
産

の
名

称
を

記
載

し
て

資
産

コ
ー

ド
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

前
年

中
に

減
少

し
た

資
産

の
取

得
し

た
年

月
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

（
年
号
）
昭
和

→
3 
、
平
成

→
 4
、
令
和

→
5

前
年

中
に

減
少

し
た

資
産

の
数

量
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

当
該

資
産

の
耐

用
年

数
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

減
少

し
た

資
産

の
取

得
価

額
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
た

だ
し

、
資

産
の

一
部

が
減

少
し

た
場

合
は

当
該

資
産

の
減

少
し

た
部

分
に

対
応

す
る

取
得

価
額

を
記

載
し

て
く
だ

さ
い

当
該

資
産

が
減

少
し

た
事

由
と

そ
の

区
分

に
つ

い
て

該
当

す
る

番
号

を
そ

れ
ぞ

れ
○

で
囲

ん
で

く
だ

さ
い

当
該

資
産

に
つ

い
て

次
の

よ
う

な
事

項
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

①
数

量
の

一
部

が
減

少
す

る
場

合
（
例

：
２

個
の

う
ち

１
個

減
少

）
②

金
額

の
一

部
が

減
少

す
る

場
合

（
例

：
取

得
額

1
,0

0
0,

0
0
0円

の
う

ち
）

③
そ

の
他

当
該

資
産

減
少

に
つ

い
て

参
考

と
な

る
事

項

※
減

少
す

る
資

産
は

同
封

の
令

和
7
年

度
償

却
資

産
明

細
書

を
参

考
に

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

減
少

資
産

記
載

例

－ １４ －



償却資産に関するＱ＆Ａ ～こんな場合どうなの？～ 

Q１：今まで申告書が送られてきたことがなかったのに、今回はじめて申告書が送られてきました。

なぜですか？  

Ａ 償却資産の取得については、土地や家屋のように不動産登記簿によってその所有（取得）を明らかに

する方法がありません。償却資産については、申告制度をとっており、申告はあくまでも所有者自ら行

なうものです。「申告書が送られてきたから申告する」、「申告書が送られてこなければ申告しなくても

いい」というものではありません。 

今回初めて申告書をお送りした方（事業所）は、市内で事業を営まれており、償却資産を所有して

いると思われる方（事業所）で、まだ申告のない場合にお送りしたものですのでご理解ください。 

また、ほかの方（事業所）についても同様に申告書をお送りしています。 

なお、申告された場合でも免税点未満（２ページ参照）の場合は課税になりません。 

 

Q２：会社（法人）が所有している「償却資産」については、ある程度は理解できますが、個人が 

所有している「償却資産」とは、どのような事業で具体的にはどのような資産ですか？ 

Ａ 個人の方が営む事業には様々ありますが、具体的には４ページの「業務別の主な例」をご覧ください。

減価償却費として所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要経費に算入されるもの、つまり確定

申告で減価償却費として算入される資産（土地、家屋や車両などを除く）は、償却資産に該当します

ので、申告が必要となります。 

 

Q３：アパートと駐車場を個人で経営していますが、土地や家屋以外に固定資産税がかかるのですか？ 

 

Ａ アパートや駐車場を営んでいる場合は、当然事業を営んでいることになりますので、この事業に使用

している資産は事業用資産となります。事業用資産のなかで敷地やアパートなどの建物にはそれぞれ土

地、家屋として固定資産税が課税されていますが、それ以外で事業用に使用している資産があれば「償

却資産」として課税の対象となります。 

例えば、入居者のための駐車場のアスファルト舗装やフェンス、植栽などの外構などは「構築物」と

して、また、家屋から取外しができるエアコンなどは「工具、器具及び備品」として償却資産に該当し

ます。これらの償却資産は、通常確定申告で減価償却費として算入されるべき性格の資産ですので、事

業用資産として市への申告が必要となります。 

 

Q４：毎年税務署に所得税又は法人税の申告（減価償却資産）をしているのに、どうして市にも申告

が必要なのですか？ 

Ａ 税務署に対する申告は、「所得税又は法人税」の申告であり、この申告における減価償却資産につい

ては「減価償却費を必要経費」として計上するもので、所得税又は法人税を計算するためのものです。 

これに対し、市に対する申告は、現存する償却資産の未償却残高（評価額）が固定資産税の対象とな

っており、毎年１月１日現在の償却資産の保有状況を申告いただくものです。 

※ 所得税又は法人税」の申告上、未償却 

残高（期末残高）が 1 円になり経費計上 

終了となっても、その資産を事業の用に 

供している限り償却資産の申告は必要です。 

以上より、地方税法上、税務署への申告とは 

別に市への申告が義務付けられています。 

 

－ １５ － 

申告お待ち 
しております。 



申告書提出先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申告書を郵送で提出される際に切り取ってラベルとして御利用ください。 

〒354-8511 

埼玉県富士見市大字鶴馬 1800 番地の 1 

 

富士見市役所 税務課 

償却資産担当 行 

市役所へのアクセス 

・電車 

   東武東上線 鶴瀬駅下車 東口から徒歩 20 分 

・ららぽーと行きバス 

   東武東上線鶴瀬駅東口～富士見市役所前 

・市内循環バス「ふれあい号」 

A 鶴瀬駅循環右回り 

市役所～前谷住宅～鶴瀬駅東口～山室会館～市役所 

B 鶴瀬駅循環左回り    

市役所～山室会館～鶴瀬駅東口～前谷住宅～市役所 

C 富士見高校線  

市役所～富士見高校～市役所 

D  老人センター線  

市役所～老人センター～難波田城公園～市役所 

E ふじみ野駅線  

市役所～勝瀬～市役所 

F みずほ台駅線     

市役所～水子貝塚公園～みずほ台駅東口【折り返し】 

G みずほ台駅・水谷東線  

市役所～みずほ台駅東口～水谷東公民館【折り返し】 

 

一番奥の窓口です。
番号札を取ってお越しください。


